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概要

本稿では日本のデータを用いて，国と都道府県における歳入と歳出の構造に関する因果性
分析を行う．歳入と歳出の関係についてはすでに多くの先行研究があり，Grangerの因果
関係を分析することにより歳入と歳出間の因果関係の存在と方向が検討される．本稿で
は，国レベルの分析には 1955年度から 2008年度のデータを，都道府県レベルの分析では
1955年度から 2007年度のデータを用いて歳入と歳出の因果関係を分析する．国レベルで
は，歳入と歳出間に長期・短期を問わず因果関係が検出されなかったが，都道府県レベル
では短期においてのみ両方向の因果性が検出された．国レベルと地方レベルでは，歳出と
歳入に関する意思決定メカニズムが異なることが示唆される．
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